
それぞれのステークホルダーとともに

地域社会とともに
名古屋銀行は「地域社会の繁栄に奉仕する」ことを社是とし、地域経済の発展のために、金融サービス
の提供に努めてまいりました。今後も、お客さまの発展のお手伝いをするために地域に根ざしたお取り引
きを行ってまいります。

地域密着型金融の取り組みについて

各取り組みの基本方針について

年間数値目標と進捗状況（期間：2022年4月～2022年9月）
項目 ▲

目標
（2023年３月末） ▲

進捗状況
（2022年９月末）

M&A、事業承継の相談件数 650件 748件
（115.1％）

創業計画の策定支援件数 120件 61件
（50.8％）

営業サポート先への各種ソリューション提供件数 150件 32件
（21.3％）

当行の掲げる数値目標

⑴お客さまに対するコンサルティング機能の発揮
① �日常的・継続的な関係強化を通じ、事業性評価（事業内容や成長可能性、及び経営の目標や課題の把握・分析）をします。
② 事業性評価を通じ、最適なソリューションを提案します。
③ お客さまとともに経営課題の解決に取り組み、必要に応じてソリューションの見直しを提案します。 

⑵地域社会の「まち・ひと・しごと」の活力向上への積極的な参画
① 地方自治体との連携を図りつつ、一体となり地域の面的再生への取り組みに積極的に参画します。
② 成長分野の育成や産業集積による高付加価値化をサポートします。

⑶地域やお客さまに対する積極的な情報発信
地域密着型金融の取り組みに関して、具体的な目標やその成果を地域やお客さまに対し積極的に情報発信します。

・お取引先の財務面だけではなく、事業の内容や成長可能性等を適切に
評価する

・財務分析に事業性評価を加えることで企業の実態をより把握する

○当行の事業性評価体制

お 取 引 先

日々、接点を持って営業
信頼関係を構築

営 業 店

・行員の知識・スキル向上
・専門知識を要するソリューション対応時における営業店支援
・融資審査に事業性を、より反映させる仕組みづくり
・産業・業種・地域毎に「見るべきこと・聞くべきこと・感じること」を

体系立てて整理・蓄積し、営業店にわかりやすく活用しやすい形で還元

本 部
地方公共
団体 連 携

施 

策

定
性
情
報
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ソリューションや
資金を提供

専門知識
外部

専門機関

●事業性評価への取組状況
○事業性評価シートの活用
事業の内容や成長可能性などを適切に評価（事業性評価）し、ライフステージに合わせた融資や助言を行うために2015年
４月に事業性評価シートを作成いたしました。近年は、事業性評価シートに基づく、お客さまへの経営課題解決の提案を行う
事案も増加しております。当行は、お客さまとともに経営課題に取り組むことで、地域金融機関として中長期にわたる企業支
援に努めてまいります。
【実績】2022年９月末時点累計作成件数：8,106件
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経営改善・事業再生

日常的な訪問
信頼関係の構築・経営課題の把握と分析・継続的なモニタリング

各ステージへ
各種ソリューションの提供

M&A・事業承継・ファンド

海外進出支援
ビジネスマッチング
経営コンサルティング

ベンチャーキャピタル紹介
ビジネスプラン発表会への協賛
公的助成制度の紹介

名古屋銀行 外部専門家・外部支援機関
本部

営業部店

ー創業期ー ー成長期ー ー安定期ー ー低迷期ー ー再生期ー

法人営業部 事業支援部
営業企画部

その他各部
連携 連携 連携

経営改善支援
事業再生等の専担部門

日本政策金融公庫、大学
中小企業活性化協議会
地域経済活性化支援機構
事業再生ファンド

中小企業基盤整備機構　など
税理士、弁護士
公認会計士

中小企業診断士　など

中小企業の経営支援体制

地域活性化への取組状況：地域連携推進チームの連携協定拡大

○�地域社会の「まち・ひと・しごと」の活力向上に積極的な参画をするため、各地方公共団体の地方版総合戦略の策定及び
推進を支援する体制を拡充しております。

地域産業・企業
海外

官公

農林水産

資源

製造

再生

医療

環境

観光

その他

サービス

出資

出資

めいぎん経営承継
投資事業有限責任組合
めいぎんベンチャー1号
投資事業有限責任組合
　　　　　　　　　等

金
融
サ
ー
ビ
ス

支援

連携

REVIC
政府系金融機関
中小企業活性化

協議会 等

連携

支援

連携

自治体 等

支援

産学連携

大学

※市町村・団体は締結日順に記載しております。
　また、同時締結した市町村・団体は「・」で併記しております。

〈地方創生に係る連携協定〉１県13市町村、9団体
一宮市、犬山市・犬山商工会議所、小牧市、尾張旭市、半
田市、清須市、江南市、岩倉市・岩倉市商工会、愛西市・
愛西市商工会、日進市、愛知県、知多市・知多市商工会、
豊明市、三井住友海上火災保険・MS＆ADインターリスク
総研、大府市・大府商工会議所、中部大学、愛知工業大学

〈産業振興に係る連携協定〉1市町村、13団体
公益財団法人あいち産業振興機構、名古屋商工会議所、春
日井商工会議所、愛知県商工会連合会、小牧商工会議所、
稲沢商工会議所、江南商工会議所、犬山商工会議所、東海
商工会議所、津島商工会議所、半田商工会議所、瀬戸商工
会議所、蒲郡商工会議所、岡崎市

〈産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画〉
18市町村【認定連携創業支援事業者としての参画】
豊橋市、知立市、東海市・知多市、春日井市、岩倉市・大
口町・扶桑町、日進市・豊明市・長久手市・東郷町、北名

古屋市・清須市・豊山町、みよし市、小牧市、犬山市
11市町村【連携協力金融機関としての参画】
名古屋市、大府市、東浦町、安城市、豊田市、津島市、江
南市、あま市、愛西市、稲沢市、蒲郡市

〈中小企業支援業務連携に関する覚書〉１市町村、１団体
碧南市・碧南商工会議所

〈事業承継支援業務連携に関する覚書〉１団体
安城商工会議所

〈業務連携・協力に関する覚書〉2団体
全国健康保険協会愛知支部、健康保険組合連合会愛知連合
会

〈働き方改革にかかる包括連携協定〉１団体
愛知労働局
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